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○井上英孝君 今回の補正予算案で二兆七千億円の建設国債が発行されることは、

財政規律の観点から疑問の余地はございますが、その一方で、東京一極集中による

地方経済の衰退は放置できません。このため、リニア中央新幹線の全線開業を最大

八年間前倒しにするための、財政投融資で低利融資を行うことに関しましては、賛成

であります。 

本事業は、世界にも例のないスーパーメガリージョンの形成を可能にするもので、Ｊ

Ｒ東海が企業経営の観点から精査した事業となります。低金利状況での融資は将来

世代への負担も比較的小さくなり、何より、東京、大阪のみでなく、多極分散型国家

実現の大きな一歩になると考えます。 


